



筆者は､ 拙著由里 [2000] 第 4 章 ｢『コミュ
ニティ銀行』 の存立基盤｣ において､ 米国で
コミュニティ銀行が､ 地域住民や銀行利用者
から概して肯定的に評価されるその理由の一
つに､ 米国社会において ｢コミュニティ｣ と
いう理念が重視される傾向が挙げられるので
はないか､ と述べた｡ そして､ その ｢コミュ
ニティ｣ という理念を重視する現代の代表的
論者の一人として､ ハーバード大学のパトナ
ム (Robert D. Putnam) ､ およびその



















況(1)) に鑑み､ 本論でも“social capital”を
｢ソーシャル・キャピタル｣ と表記すること
にする｡
さて､ その ｢ソーシャル・キャピタル｣ の
概念規定であるが､ 前述のパトナムは前述の
Putnam [1995] を引き継ぐ大著 Putnam
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3. ｢橋渡し (bridging) 型｣ ネットワークの先駆的導入
地域振興財団 (CDF) そして CREATE 財団
4. テューペロ・モデルの成果と課題
5. 地元銀行の貢献
































et al. [2000]､ Putnam [2000] pp. 287-363､








になってきた (たとえば 2004 年 3 月の ｢地
域再生推進プログラム｣ 決定､ 同 6 月の地域





らく関連し合って､ 2003 年当初から ｢地域
再生｣ への貢献を企図し､ 上記 ｢地域再生｣
施策の具体化以降は､ 同施策との連携も図ろ
うとした(3)｡ もっとも､ この ｢リレーション
シップ・バンキング｣ 機能強化に向けた官民
の取組みも､ さらには政府の ｢地域再生｣ 諸
施策全体としても､ 稲葉 [2007] の以下のよ
うな指摘のとおり､ ｢経済再生｣ の視点に偏
り､ ソーシャル・キャピタル論の視座から自
ずと提起される ｢社会再生｣ への取組み､ な
いしは､ 少なくとも地域のソーシャル・キャ
ピタルに悪影響を与えないような政策的配慮






























Putnam [2000] pp. 323-325 には､ 自由市
場的競争の促進よりも経済主体間の協力に依
拠するほうが成長促進効果が大きいことを示












の衰退を示すデータや事例に､ (上記の 2 事
例のようなソーシャル・キャピタルの成長に
関する叙述よりも) より多くの紙幅を割いて





and Feldstein [2003] は､ ｢あの本 [Bowl-
ing Alone] にはソーシャル・キャピタルの
再度の成長傾向を予想する希望も述べられて
いた｣ (p. 10) と前言したうえで､ ソーシャ
ル・キャピタルの生成・伸長に成功した 12
事例の紹介・検討を同書の骨格としている｡
テューペロ (Tupelo) の事例は､ ｢テューペ
ロ・モデル：まずコミュニティづくりを
(Building Community First)｣ と題した第
5 章 (pp. 98-118) で､ 前著 Putnam [2000]
におけるよりも格段詳しく述べられている(4)｡
なお ､ 本論では､ この Putnam and






両者を区別したい (実際､ 両者の区別と ｢コ
ミュニティ振興｣ の重視とは､ テューペロ・
モデルの基本的認識の一つである)｡ 但し､














筆者は拙著由里 [2003] 第 4 章 ｢地域社会
リレーションシップ 『わがコミュニティ













































しかるに､ 上掲の由里 [2004] (pp. 36-37,





























び ｢(NPO など) コミュニティ組織｣ に
焦点を当てて調査することの必要性｡
本論では､ これらの問題意識に基づき､







となるのは､ 関連文献・資料 (2006 年 9 月 5
日・7 日に現地で収集したものを含む) とと
もに､ 2006 年 9 月 6 日に行ったテューペロ
市長 (Ed Neelly) および財団首脳陣 (CDF
の David P. Rumbarger 理事長､ および
CREATE 財団の Lewis Whitfield 上席副理
事長) へのヒアリング､ および同 7 日に行っ
たコミュニティ銀行経営層 (5 節参照) への
ヒアリングである｡
本論の構成は以下のとおりである｡ まず､

























関し､ 整理し見解を述べる｡ そのなかで､ テュー
ペロの立地条件とテューペロ・モデルの成功
との関連性についても若干考察する｡
5 節では､ テューペロの主な地元銀行 2 行
に視点を移し､ その地域貢献活動を紹介する｡
そこでも浮かび上がるのが､ (地元銀行では




る､ という様相であり､ また､“A commu-
nity bank can be only as good as its com-
munity" (コミュニティ銀行は地元コミュニ
ティが良く機能している分だけ [コミュニティ
成員として] 良く活動できる) という､ コミュ
ニティ銀行業界で良く聞かれる言葉の再確認
である｡

















また､ 地域振興コンサルタント 3 名の手に












[2004] および間下 [2007] も､ 本論の先行
論文に含めてもよかろう｡ もっとも､ チャタ
ヌーガの市としての人口は 15.3 万人､ 都市
圏 (Metropolitan Statistical Area) 人口は
46.5 万人に達するのに対し､ テューペロの
市の人口は 3.4 万人､ 同市をとりまくリー郡









あった (King [1972]､ pp. 527-535)｡ すな











年 9 月初旬) の約半年後､ 2007 年 2 月 27 日
に発表された､ トヨタ自動車北米 8 ヶ所目の





Week 誌 (July 23, 2007) の“The High
Cost of Wooing Google”と題した記事
(Byrnes [2007]) に関しては､ 若干付言し
ておきたい｡
同記事の大半は､ ノースカロライナ州のラ
ノー (Lenoir) という町が､ インターネッ
トビジネス最大手の一つグーグル社のサーバー・
センターを､ 過大な (と記者は見る) インセ
ンティブを提供して誘致したことに関するも
のである｡ ラノー以外にも ｢財政負担の軍拡
レース (fiscal arms race)｣ を競う 10 の市
町と誘致企業名が一覧表になっており､ ｢テュー







2007 年 2 月 28 日)｡
Business Week 誌の上記記事の指摘は､
筆者も由里 [2000] p. 161 で紹介した政治哲














































(Deep South；深南部)｣(8) の一角､ ミシシッ
ピ州の東北部に位置する (図表 1)｡ 同市お
よび同市が属するリー郡 (Lee County) は､
サウスカロライナ州オーガスタ付近から三日
月型にのびる黒土地帯







ていた (Skates and Sansing [1993]､ p. 21,
p. 26；藤岡 [1993]､ p. 21)｡
テューペロは､ 1866 年に設置されたリー
郡の郡庁所在地となり､ 1870 年には町とし






pp. 39-44, pp. 50-52)｡
1886 年にメンフィス－バーミングハム鉄
道路線が開通し､ 停車駅が置かれたこと､ ま
た､ 同年にリー郡唯一の銀行 (The Bank of
Lee County) が南方の Verona から移転し
たことは､ テューペロがリー郡およびその周
ソーシャル・キャピタルの醸成と地域社会・経済の振興 55
図表 1 テューペロとその周辺郡域 (1946 年)
出所：Doane Agricultural Service, Inc. [1946]
辺農村域の商工業中心地になる契機となった
























進歩主義 (progressivism) と､ 他地域に対
する先導的意識が芽生え始めていたのである


















上 不 振 や 労 働 争 議 で 閉 鎖 が 相 次 い だ
(Grisham and Gurwitt [1999]､ pp. 20-21)｡





1937 年､ 500 人を雇うテューペロ最大の工
場を閉鎖に追い込む労働争議が発生した際､
ローカル紙 ｢テューペロ・デイリー・ジャー
ナル (Tupelo Daily Journal)｣ (以下 TDJ
紙) とその若き社主ジョージ・マクリーン
(George McLean) とは､ 全面的に労働者を
支持し､ テューペロの商工業主たち大多数の
反感を買った (同､ p. 24)｡ 当時の購読者数
はわずか 500､ この出来事によりそれがさら
に減った同紙は､ 廃刊の瀬戸際に追い込まれ
た (Putnam and Feldstein [2003]､ p. 99)｡
マクリーンが 1934 年に破産寸前の TDJ
紙 (以前の名称は Tupelo Journal) を買い
取る前､ 同紙は町の有力者間の論争や勢力争
い に 関 わ る こ と に ｢ 臆 病 ｣ で あ っ た




















らぬ土地テューペロの､ 破綻寸前の TDJ 紙
を買取ることだったのである (CDF [2004a]､







農民) の金の入りを増やすしかない｣ と､ 意
識 変 革 を 説 き 続 け た (Putnam and








｢ばか者｣ の必要性､ である (たとえば下平
尾 [2006]､ p. 108､ 山口 [2004]､ pp. 81-82)｡
さしずめマクリーンなどもその典型例にみえる
が､ テューペロの経済的・政治的指導層にとり､
マクリーンを ｢ばか者｣ ないしは ｢問題人物
(troublemaker)｣ (Putnam and Feldstein


















なったのである (Grisham and Gurwitt








(阿満 [1996]､ p. 79) わが国においては､
やや理解しがたいかも知れない｡ だが､
Putnum [2000] も一つの章 (Chapter 7,






Tocqueville [1945]､ vol.Ⅱ､ pp. 22-23 にも
それに関連した指摘がある)｡










本段の最初に､ わが国の ｢地域起こし｣ で
よく ｢ばか者｣ が必要と言われる､ と述べた
が､ ジョージ・マクリーンも､ その追随者た




























































(McLean [1970]､ pp. 10-11)
 マクリーンのメッセージを土台とするテュー
ペロ・モデルの特殊性と一般性
前 段 で そ の 一 部 を 紹 介 し た McLean

























ダーシップであり (Grisham and Gurwitt










Putnam [2000] p. 19 が ｢ソーシャル・キャ






















セージにしても､ Putnam [2000]､ pp. 20-




















1970 年代半ば､ マクリーン夫妻は､ リー
郡内全小学校の 1～3 学年の学級に､ 読み書
き指導の補助教員を配するため､ 年 15 万ド
ルを 10 年間寄付することを確約し､ 基金を
設立した｡ また､ 1972 年には教育・社会事
業を目的とする CREATE 財団の設立基金を
出捐するとともに､ 社主を務める TDJ 新聞
社の全保有株式を CREATE 財団に遺贈する
ことを約した (1983 年の死去により発効)｡
近年､ その配当収入は年 40 万ドルにもなっ
ている (Putnam and Feldstein [2003]､ pp.
105-106)｡
｢寄付文化｣ の国とも言われる米国 (高田・


























 Tupelo Daily Journal 紙の寄与
Putnam and Feldstein [2003] は､ あえ
て“The Journal”と題した段 (pp. 113-114)







(同､ p. 113)｡ すなわち ｢ジョージ・マクリー




















えている(14) (以上､ Putnam and Feldstein
[2003]､ pp. 113-114)｡
このような､ ｢コミュニティの問題の解決
策を提案する｣､ そして ｢TDJ スタッフ自身
がコミュニティと積極的に関わる｣ という姿
勢は､ 古くは 1946 年に農村コミュニティ開
発協議会 (RCDCs；次節の参照) の創設・
運営を TDJ 紙が主導し､ その専従スタッフ
も同社が招き給料を支払ったこと (Grisham
and Gurwitt [1999]､ p. 25) に始まるが､
おそらく同紙の歴史で最も影響度が大きかっ
たコミュニティへの働きかけは､ 1950 年代
の人種間融和 (racial moderation) キャン
ペーンであろう｡
当時､ 同紙のライバル紙であった Lee



























紙 は ､ や は り 稀 で あ る (Putnam and
Feldstein [2003]､ p. 114)｡ また､ 前段で述
べたように､ 1983 年のマクリーン死去に際




なケースである (同､ p. 113)｡














TDJ 紙の役割は､ 米国の (ローカル紙をも
つ) 他の地域も参考とすべきものなのであろ
う｡






Putnam [2000]､ pp. 22-23 は､ ソーシャ
ル・キャピタルを類型化するうえで ｢おそら
く最も重要な区分｣ として､ ｢内部結束型
(または排除型)｣ (bonding or exclusive)
と､ ｢橋渡し型 (または包摂型)｣ (bridging

















(Putnam [2000]､ pp. 22)
この ｢橋渡し型のソーシャル・キャピタル｣
の意義に関しては､ パトナム自身の著書
(Putnam [2000]､ Putnam and Feldstein
[2003]) はもちろんのこと､ たとえば Dale




ンおよび TDJ 紙の､ ｢コミュニティの中に
分裂を招くよりも､ 誰をも協力者に引き入れ
ようとする｣ (2 節の参照) コミュニティ
づくりの哲学を基調として､ 1946 年に農村
コミュニティ開発協議会 (RCDCs)､ 1948
年にコミュニティ振興財団 (CDF)､ 1972 年
に教育・社会事業財団 (CREATE 財団) と､
テューペロ・モデルの核となる制度化された
｢交流の場｣ が打ち立てられていく様相を述
べる｡ それら ｢交流の場｣ が醸し出す ｢橋渡
し型｣ ソーシャル・キャピタルによって､ 経
営者対労働者､ 白人対黒人､ 町対農村といっ









に限定されていた ｢コミュニティ｣(17) が､ 意
識的に拡張され活性化していく過程でもある
(Grisham and Gurwitt [1999]､ p. 29；






Grisham and Gurwitt [1999] お よ び
Putnam and Feldstein [2003] に主に依拠
しているが､ CDF および CREATE 財団で











マクリーンが 1934 年に TDJ 紙の社主とな

















興 策(18) を 検 討 し 始 め た (Grisham and

































Grisham and Gurwitt [1999]､ pp. 34-38；





Tocqueville [1945] も指摘する､ 米国人















村､ 各農民の自覚的努力は､ 1950 年代の農
民所得や貯蓄水準の急拡大 (それは次段で述
べるような工業化にも支えられているが) に
















とする BAWI には反感ももっていた (実際､
同施策を利用したのはそれきりであった)｡
｢低賃金労働力と州政府補助金とに依存する
地域 『振興』 は､ 決して 『振興』 と呼べるも
のではなく､ 雇用主・労働者・地域社会が各々
自覚的に責任を共有し果たしていける仕組み
が必要｣ と､ マクリーンは考えた (以上､
































メンバーとなり､ 他に 151 名もの基金拠出メ
ンバーを得て､ 1948 年､ 全米でも先駆的な
地域開発財団 (Community Development
Foundation；CDF) が結成された｡ CDF 初
年度に市民から得られた運営資金は 2 万 5 千
ドルに上り､ 商工会議所時代の最高記録額の



















振興が図られた｡ 1940 年代末から 1950 年代






























and Feldstein [2003]､ p. 116])｡ しかし同
地域は､ 1970 年ごろに至っても､ 全米比較
でみれば依然として下位 2 割に位置する程度
の教育達成度水準に甘んじていたのだった







は､ 1970 年代半ば､ 2 節ので紹介したよう
に､ リー郡内全小学校の 1 ～ 3 学年の学級に
読み書き指導の補助教員を配するため､ 夫妻
で年 15 万ドルを 10 年間寄付することを確約
し､ 基金を設立した｡ また､ 1972 年には教
育 ・ 社 会 事 業 を 目 的 と す る CREATE









テューペロの町制 100 周年を記念し今後 100
年間の発展を期する CDF の総会で､ 教育こ
そ が 鍵 で あ る こ と が 合 意 さ れ て い た
(Grisham and Gurwitt [1999]､ p. 50)｡
CREATE 財団の特徴は､ テューペロおよび
リー郡域､ さらには (CDF の場合よりも広






そして CDF も､ CREATE 財団ができた
中京企業研究64
後も引き続き教育振興策への関与を続けてい




分校の設置が実現し､ また､ TVA (テネシー
川流域開発公社)､ ミシシッピ州立大学､ ミ
シシッピ州教育省との協力で､ 職業技術教育











基金の成果､ また TDJ 紙の教育振興キャン
ペーンによる各家庭・各学校での意識向上な
どにより､ 1976 年には全米で (最下位から
測って) 23％水準に低迷していたリー郡内の
生徒たちの英語読解力は､ わずか 10 年後に
は 90％近くの水準 (州内では最高水準) に
まで向上した (同､ pp. 51-52)｡
4. テューペロ・モデルの成果と課題
 テューペロ・モデルの経済的成果




2 節および 3 節で､ その生成の経緯および制
度的組立をみてきた ｢テューペロ・モデル｣









図表 2 ミシシッピ州の郡ごとの家計所得中位数 (1999 年)





Mississippi Medical Center)(19) の誘致にも
成功してきた｡ 2 節のでみたように､ 1940
年代まではめぼしい工場もない地域だったが､
近年ではリー郡の農業人口比率は 2％にまで
低下している (以上､ Grisham and Gurwitt
[1999]､ pp. 47-48; Putnam and Feldstein
[2003]､ pp. 101)｡
直近 (2000 年) の米国国勢調査によると､
テューペロを含むリー郡の家計所得中位数
(median household income；1999 年) は
36,165 ドルで､ ミシシッピ州の 31,330 ドル
よりはかなり高いものの､ 米国全体の 41,994
ドルにはまだ差がある (テューペロ市のみで
は 38,401 ドル)｡ ただ､ ミシシッピ州内の郡
域ごとの､ 同所得水準の分布図 (図表 2､ 前
頁) を見れば､ リー郡域およびその西北隣の















ジ (大学の 1・2 年次に相当) 修了レベル相
当の社会人を主対象とした技術者教育を行っ





業インキュベーターの Renasant Center for
IDEAs が建設され､ 2006 年 9 月より稼働し
ている｡ なお､“Renasant”は次節で詳しく
紹介するテューペロの 2 大地元銀行の一つの
名称で､ 同行は地域貢献と宣伝を兼ね､ 5 年
間・毎年 20 万ドルの条件でその命名権
(naming right) を買い取ったのである｡ ま
た"IDEA"には ｢事業アイデア｣ という意味
もさることながら､“innovation, develop-




飲食店も入っている (以上､ CDF の Rum-
barger 理事長の現地案内､ http://www.cdf
ms.org/renasant_center/home.cfm､ およ





















しかも､ 上記 4 都市は､ 近年の ｢サンベル
ト｣ 南部の発展に相伴い､ 人口増加率も高く､
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郡は､ ほぼ完成に近づいてきた US ハイウェ
イ 78 号線 (チャールストン－アトランタ－
バーミングハム－メンフィス) という ｢サン















図表 3 テューペロの交通立地条件 (2006 年)




CDF および CREATE の財団首脳陣に尋ね
てみると､ ｢確かに､ 19 世紀後半の鉄道以来､
立地条件に恵まれてきたのは大きい｣ と､ す
んなり認める答えが返ってきた｡ ただ､




























数十年も経つ (3 節の参照) のに､ 高校
中退者が今なお多いことである｡
確かに､ ｢高卒以上比率｣ の分布図 (図表





図表 4 ミシシッピ州の郡ごとの ｢高卒以上比率｣* (2000 年)
出所：U.S. Census Bureau, "Census 2000" webpage (http://www.census.gov/main/www/cen2000.html)
＊ "Percent of Persons 25 Years and Over with High





















Association for Excellence in Education と
いう公立学校振興基金 (400 人のスポンサー
が年間約 15 万ドル [1990 年代末] を寄付)､
および教師研修センターの Educational
Learning Center (一人の実業家が 350 万ド
ル相当の収益資産を寄贈) などがその成果で






CREATE 財団上席副理事長 Whitfield 氏
は､ ｢この町では､ その人の肩書きではなく､
町のために何をしているかが重要なのです｣






また､ Putnam and Feldstein [2003]､ pp.









互恵性 (generalized reciprocity)｣ に関す











｢心の習慣｣ (Bellah et al. [1986] の言う






















































る可能性はある｡ Putnam and Feldstein
[2003] は､ テューペロ・モデルを紹介する










"A community bank can be only




これら 7 行のうち､ テューペロに本店を置
く 地 元 銀 行 は BancorpSouth お よ び
Renasant (レナサント) の 2 行である｡
BancorpSouth の総預金高は 100 億ドル近く
あり､ 米銀業界では ｢リージョナル銀行｣ に
分類される規模､ Renasant の総預金高は約
20 億ドル､ 米銀業界では ｢(大型) コミュニ
ティ銀行｣ に分類される規模である｡ もっと










なお､ 郡内預金シェア 3 位の Merchants
& Farmers は､ テューペロの南南西約
150km ほどの Kosciusko 市に本拠を置くコ





金高ではトップ (約 55 億ドル) のリージョ
ナル銀行である (本店所在地は州都ジャクソ
ン)｡ 次段でヒアリング内容を含めより詳し







筆者は 2006 年 9 月 7 日､ 前段でも紹介し
たテューペロの 2 つの地元銀行の一つ､
Renasant Bank (以下 ｢レナサント｣) を訪
問し､ E. Robinson McGraw 会長兼 CEO
(以下マグロー会長) および Stuart R.
Johhnson 上 席 執 行 V.P. 兼 CFO (Chief
Financial Officer) (以下ジョンソン CFO)
にヒアリングするとともに､ John Oxford






身は Peoples Bank & Trust で 1904 年設立)
関連資料のうち､ 地域振興策に関連したもの
を中心に記していきたい｡
レナサントは 2005 年 5 月にナスダック市
場上場 (証券記号：RNST) を果たし､ さら






















図表 5 リー郡内の銀行競合状況 (2006 年 6 月末､ 銀行単体ベース)















BANCORPSOUTH BANK MS/Tupelo 州法 9 675,757 45.8% 9,579,884 7.1%
RENASANT BANK MS/Tupelo 州法 13 395,316 26.8% 1,987,422 19.9%
MERCHANTS & FARMERS BANK MS/Kosciusko 州法 4 145,593 9.9% 1,205,338 12.1%
AMSOUTH BANK AL/Birmingham 州法 4 118,739 8.1% 35,770,424 0.3%
TRUSTMARK NATIONAL BANK MS/Jackson 連邦法 5 70,730 4.8% 6,217,469 1.1%
REGIONS BANK AL/Birmingham 州法 2 59,846 4.1% 57,231,022 0.1%

















tion [2006a]､ p. 9；Renasant Corporation
[2006b]､ p. 6)､ 目指すはリージョナル銀行
クラスの業容､ という｡
だが､ マグロー会長は､ ｢(BancorpSouth




においては､ 前身の Peoples Bank & Trust
以来の庶民派コミュニティ銀行としての持ち

















Feldstein [2003] ､ および Grisham and




CDF および CREATE 両財団､ そして TDJ
紙を挙げれば一応事足りる､ ということもあ
ろうが､ さりとて Peoples Bank & Trust
(現 Renasant Bank) (24) および Bank of
Tupelo (Bank of Mississippi､ 次いで現在
の BancorpSouth へと改称)(25) という､ 有




た頃､ Bank of Tupelo 頭取の J.C. White-
head はマクリーンの考え方に賛同し､ 銀行
内に ｢コミュニティへの奉仕｣ という考えを
再び息づかせた (Grisham and Gurwitt
[1999]､ p. 33)｡ CDF の揺籃期において､
Peoples Bank & Trust と Bank of Tupelo




する CDF の理事会は､ 最強の意思決定機関
であった､ という (同､ p. 55)｡
また､ Peoples Bank & Trust で 1980～90







ミ ュ ニ テ ィ 貢 献 策 と し て 根 付 か せ た
(Northeast Mississippi Daily Journal,
Aug. 10, 1992；Nov. 11, 2001)｡
4 節ので､ ｢テューペロ・モデル｣ の最
良の側面は ｢コミュニティ精神｣ であろう､
































キュベーター施設 (4 節の参照) の命名権
を総額 100 万ドルで買い取り Renasant
Center for IDEAs とした (CDF の Rum-
barger 理事長の､ 両センターが見える街角
での話)｡ レナサントが CREATE 財団の寄
付メンバー集めのため行員を ｢動員｣ して電
話作戦を展開すれば､ バンコープサウスも負






















的行為』｣ を紹介した｡ また､ 同段で紹介し











nity bank can be only as good as its com-
munity”という (趣旨の) 言葉を何度か見
聞きしてきた｡ テューペロの地元銀行 2 行は､
｢コミュニティ精神｣ が豊富なテューペロに
おいて､ この地域社会で標準的な (“as good
as its community”) ｢コミュニティ精神｣
を､ 自ずと発揮しているように感ぜられる｡
ところで､“A community bank can be
































Putnam and Feldstein [2003] 第 5 章が
｢(経済振興策よりも) まずコミュニティづく
りを (Building Community First)｣ と題
して紹介するテューペロ・モデルの､ ｢まず
コミュニティづくりを｣ という基本理念を主





















DCs)､ 1948 年に (商工会議所を解消させた
うえで) コミュニティ振興財団 (CDF)､
1972 年に教育・社会事業財団 (CREATE 財
団) と､ テューペロ・モデルの実行上の核と















































さらには､ TDJ 紙というローカル紙､ し
かも新聞事業の収益性よりもコミュニティづ
くりに一層注力するマクリーン (同氏逝去後
は CREATE 財団) が所有するローカル紙の














から 2000 年代初頭にかけ､ 信用金庫・信用























揃ってない､ そんな人物もいない｣ と､ ほぼ
決まって ｢ない｣ ことを嘆く出席者がいる､
という｡ そのような人々に対し､ テューペロ
の人々は､ ｢少なくとも 『(協働し合える) 地
域の人々 (people)』 がいるではありません
か｣ と言って励ます､ という (Grisham and
Gurwitt [1999]､ p. 69) (29)｡




こと (同)､ および､ 彼らが相互に信頼を持
つこと (Putnam and Feldstein [2003]､ p.









(RCDCs) および 2 つの地域財団という､ 地
域の人々や地域リーダーたちが顔と顔を合わ
せて考え､ 実行する､ 常設の ｢協働の場｣ の
確保であった｡
たとえば CDF (テューペロの中心部に位
置) という ｢協働の場｣ に集まる場合､ テュー
ペロ市内ならば車で最大 20 分程度､ リー郡
の郡部からでも概ね 30 分程度で駆け付ける
ことができる｡ このような地理的近接性､ お
よびリー郡全体で約 8 万人 (近年) というコ
ンパクトな人口規模が､ 顔と顔を合わせて考



















ニティ｣ を､ ｢テューペロおよび (経済的に
結びついた) 周辺郡部域｣ へと､ 意識的に拡
張し､ かつ､ 農村コミュニティ開発協議会
(RCDCs) や CREATE 財団など､ 中心市と























は､ 決して 『振興』 と呼べるものではない｣
と考えたことに始まる (3 節の参照)｡ 実














が見込める｣ ことを (｢ミドル・テク｣ レベ
ルの) 工場を誘致するためのアピール・ポイ







































という自己評価 (由里 [2004]､ p. 26) をよ
く耳にする銀行 (信用金庫・信用組合) とい
う組織が､ どの程度地域振興に乗り出すかは､
“A community bank can be only as good





は､ 本論では 5 節において､ テューペロの事















Neelly テューペロ市長､ David P. Rum-
barger CDF 理事長､ Barbara Smith CDF
副理事長､ Lewis Whitfield CREATE 財
団上席副理事長､ および､ Renasant Bank
の E. Robinson McGraw 会長・CEO､
Stuart R. Johhnson CFO､ および John
Oxford V.P. の各氏に､ 深謝申しあげる
次第である｡ また､ 面識もない筆者の E
メールでの問い合わせに対し､ Lewis









 たとえば宮川・大守 [2004] では､“social ca-
pital”を邦語訳する場合､ 概ね ｢社会的資本｣
の語を用いつつも､ ｢社会関係資本｣ の語も用い
られ (6 章)､ 結局 ｢ソーシャル・キャピタル｣
の語が最も頻出している｡
 国立国会図書館のデータベース (http://
opac.ndl.go.jp/) で ｢ソーシャル｣ および ｢キャ
ピタル｣ の両方をタイトルに含む文献 (書誌)
を検索すると､ 2000 年から 2007 年の間に 28 冊
が刊行されていた (2007 年 8 月 15 日検索時点)｡
うち､ タイトルまたは刊行元から国際協力・援












と記されている｡ また､ 2 巡目の取組み (各取







 Putnam and Feldstein [2003] は､ パトナム
教授およびハーバード大学ケネディスクールが主
催した“Saguaro Seminar: Civic engagement
in America”という 3 年間のセミナーの最終報






｢テューペロ・モデル｣ を含め､ Putnam and




金融) の機能強化｣ の 2 度の取組み (計 4 年間)
を総括し金融行政および地域金融機関に対し今
後の指針を示す､ という趣旨でまとめられた金









聞 2007 年 2 月 28 日朝刊 ｢ミシシッピ工場､ ト
ヨタ発表｣､ 同 2007 年 3 月 1 日朝刊 ｢日本車北
米を席巻 (下) 強まる風当たり｣､ など｡
 ミシシッピ州のバーバー知事が 2007 年 7 月に
来日し､ 名古屋市で自動車部品会社約 50 社を相
手に税優遇策などに関し説明会を催した｡ そこ
で､ トヨタ自動車向けに 2.9 億ドル､ 部品会社
向けには 0.3 億ドルの財政支援を明言している
(以上､ 日本経済新聞 2007 年 7 月 13 日 [中部経
済面])｡ この ｢2.9 億ドル｣ が､ 本文中に引用




もある)｡ また､ 日本経済新聞 2007 年 3 月 1 日





れる情報では､“Pontotoc Union Lee Alliance”
(隣接する3郡 [うちLee郡の郡庁所在地はテュー
ペロ] で構成する地域経済振興組織) が､“Well-
















































 Ammerman [2005]､ p. 169 が指摘するよう
に､ キリスト教的道徳観の黄金律 (Golden
Rule) が ｢互いに愛し合うこと｣ (ルカ伝 10：





プロテスタント諸宗派) を示している (p. 171)｡
 Statistical Abstract of the United States:
2007 (U.S. Department of Commerce), p. 438
によれば､ ミシシッピ州の一人当たり個人所得
(personal income) の水準は､ 1990 年から 2005




(Grisham and Gurwitt [1999]､ p. 19)｡
 TDJ 紙は､ 現在 Northeast Mississippi Daily
Journal と名称を変えている (Putnam and




Northeast Mississippi Daily Journal 紙 (注 13




sp)｡ そこには､ 本文の 2 で紹介した McLean
[1970] の演説からの文章も散見され､ 彼の ｢コ
ミュニティづくり｣ の思想がよく表されている｡
	 原語は､“Newspapers help give a commu-
nity its self-definition”､ および､“No commu-
ソーシャル・キャピタルの醸成と地域社会・経済の振興 79
nity ever rises above its newspaper”､ の 2 文｡
 ソーシャル・キャピタルの“bridging”型の
訳語として､ 宮川 [2004]､ p. 43 は ｢接合型｣
という語を用い､ 西出 [2005] はそのまま ｢ブ
リッジング型｣ としている｡ もっとも宮川 [200
4]､ 同頁はその ｢接合型｣ の説明として､ ｢異質
のネットワークをも横断的に橋渡しをする｣ と
述べている｡ この ｢橋渡し｣ という語は､ 2 節
で紹介した､ テューペロ・モデルの精神的主柱
となったジョージ・マクリーンの考え方､ およ









p. 43 は ｢結束型｣ という語を用いているが､ 本
論 で は “ bonding or exclusive ” と い う
Putmam [2000] の説明を受け､ より ｢排他性｣
が強調される ｢内部結束型｣ という訳語を用い
る｡







とする見解もある) (Dale and Onyx [2005]､
pp. 4-5)｡
 ｢地域振興策｣ や ｢農村コミュニティ振興協議
会｣､ また､ 既に幾度か用いている ｢地域振興財
団 (CDC)｣､ 各々の ｢振興｣ という訳語の原語
は“development”であり､ ｢開発｣ と訳すのが
通例であろう｡ しかしながら､ 1 節のの末尾
で述べたように､ 本論では (テューペロ・モデ
ルにおいて実際そうであるように) ｢地域振興｣
を ｢コミュニティ振興｣ および ｢地域経済振興｣
の両側面からなるものとして認識する｡ この
｢コミュニティ振興｣ の原語は“community
building”や“to make them genuinely comm-
unities”(Putnam and Feldstein [2003]､ p.












 CDF の“Executive Profile - June 2006”と
いうデータ・シートによると､ North Missi-
ssippi Medical Center の雇用人数は 4,286 人
(うち医師は約 250 人､ ベッド数 600) で､ リー
郡最大である (非都市部のための医療センター
としては米国有数という)｡ ちなみに､ 第 2 位は
家具製造業 Lane Furniture Industries の 2,850
人､ 第 3 位はタイヤ製造業の Cooper Tire &
Rubber Company の 1,550 人となっている｡
 2000 年国勢調査 (http://www.census.gov/
main/www/cen2000.html) によると､ メンフィ
スの都市圏人口は 113.6 万人､ 10 年間増加率は
12.7％､ ナッシュビルは同 123.1 万人・25.0％､






National Civic League (http://ncl.org/about/)
により All American City (1949 年以来毎年､
民主主義の観点から優れた市政を行ったと認め
られる 10 市を顕彰) に 3 度も選ばれたことのよ
うである｡




る (由里 [2003] p. 27 [注序－2])｡ もっとも､
Keeton et al. [2003] なども指摘するように､








Bancorpsouth の Patterson 会長は､ 米国銀行
協会長であった頃､ その機関誌 ABA Banking










る (American Banker, Nov. 1, 2006) など､ コ
ミュニティ銀行的な業務の広がりをはるかに越
えている｡
 Peoples Bank & Trust の行史 (Sansing
[1989]､ Chapter 7 & 8) によると､ 1970 年代
の業容拡大と銀行業務の機械化進行のなか､ 店
舗カウンターの前でも後ろでも ｢人｣ こそが大
事､ との気持ちを込めて“The People Place”
というモットーが共有されていった､ という｡
 Peoples Bank & Trust が Renasant へと名
称変更したのは､ 2004 年に Renasant Bank
(メンフィス郊外に本店) を傘下に収めたのが契
機である (Northeast Mississippi Daily Jour-
nal, July 2, 2004)｡“Renasant”は“Renai-
ssance”から連想した造語で､ 合併相手のその
名称を Peoples Bank & Trust 側が清新と感じ､
新銀行名とした､ という (マグロー会長の話)｡
 2 節ので､ ｢1886 年にメンフィス－バーミン
グハム鉄道路線が開通し､ 停車駅が置かれ……
また……リー郡唯一の銀行 (The Bank of Lee
County) が南方の Verona から移転した｣ と述
べたが､ この銀行が (The) Bank of Tupelo と
なった｡ Bank of Tupelo の Bank of Mississi-
ppi への名称変更は 1966 年､ BancorpSouth へ
の名称変更 (テネシー州の銀行との合併が契機)







hancing the area's quality of life) ｣ 戦略
(Grisham and Gurwitt [1999]､ p. 45) の一環
と捉えられる｡ 進出企業の人事担当者が腐心す
る ｢良質の労働力の確保｣ のためには､ ｢地域の
生活の質｣ が魅力的でなくてはならない､ との
考え方である (その､ より重要な要素は､ 本文
で繰り返し述べてきた公教育の水準であるが)｡
 CREATE Foundation [2006] によれば､
2000 年代初頭の CREATE 財団の年間寄付収入
額 (TJD 紙の株式配当 [2 節の参照] も含む
と思われる) は､ 概ね 3 百万ドル台で推移し､
大口の寄付があった 2005 年には､ 16 百万ドル
台も記録している｡ また､ 同財団の 2005 年度末
の総資産額は､ 約 44 百万ドルである｡
 わが国では北海道など一部の道府県を除き､
府県単位の地方紙より小さな単位の地域紙は存
在感が薄い｡ これには､ 歴史をたどれば､ ｢国家
総動員法｣ に拠り 1941 年に発せられた ｢新聞事
業令｣ の下での ｢一県一紙｣ 主義による地方紙
の強行合併・整理が大きく影響している｡
	 Grisham and Gurwitt [1999] の著者の一人､
Vaughn Grisham (ミシシッピ大学社会学部教
授 [2006 年 5 月に定年退職]) は､ ジョージ・
マクリーンとも直接の交流経験があり､ 自身も
“Tupelo Story”の ｢語り部｣ を多く務めてい
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